
令和４年度 12 月補正予算案

主 要 事 業

（追加分）
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予算額
（千円）

担　　当　　課 ページ

90,000 農地計画課 1

28,005,000 交通基盤部経理課ほか 2

402,000 生活排水課 2

54,000 警察本部 3

77,000 私学振興課 4

393,000 私学振興課ほか 5

2,358,400 こども家庭課 6

42,000 教育施設課 7

16,000 義務教育課 8

21,000 義務教育課 8

274,000 高校教育課 9

155,000 特別支援教育課 9

7,679,000 観光振興課 10

3,730,000 経営支援課 11

545,000 農業戦略課 12

248,000 農業戦略課 13

70,000 畜産振興課 14

55,000 森林計画課 15

1,227,000 森林計画課 16

10,000 林業振興課 17

54,000 介護保険課 18

1,455,000 障害者政策課 19

9,600
＜債務負担行為＞　

742,000
感染症対策課・健康増進課 20

主 要 事 業　　目 次

事　　業　　名

１　県民の安全・安心の確保

国土調査費助成

一般公共事業費

建設改良費＜流域下水道事業会計＞

特定交通安全施設等整備事業費

私立幼稚園等教育支援体制整備事業費助成

こどもの安心・安全対策支援関連事業費（新規）

出産・子育て応援事業費助成（新規）

県立学校等修繕費

幼稚園等新型コロナ対策体制整備事業費助成

幼児教育連携推進事業費

高等学校等新型コロナウイルス感染症対策事業費

特別支援学校新型コロナウイルス感染症対策事業費

２　地域の｢稼ぐ力｣の回復・強化

地域観光支援事業費

中小企業等物価高騰対策緊急支援事業費助成

産地パワーアップ事業費助成

強い農業・担い手づくり総合支援交付金

畜産競争力強化対策整備事業費助成

森林・林業イノベーション推進事業費

次世代林業基盤づくり交付金事業費

しいたけ等生産資材価格高騰対策事業費助成（新規）

３　その他

介護福祉士修学資金貸付事業費助成

障害者施設等整備関連事業費

感染症管理センター整備事業費（新規）



事

業

名

国土調査費助成

予

算

額

現

計
448,493千円 担

当
課(

室)

農地計画課
（内線2647）補

正
90,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、激甚化・頻発化する豪雨災害等を踏まえ、土砂災害特別警戒区

域等のエリアにおける地籍調査に対して助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 当 初 補正額 累 計

地籍調査

人家や重要インフラへの影響が大きいなど、

特に緊急性が高い地域における地籍調査に

要する経費を助成

・実施主体：市町、土地改良区 ほか

・補助率：市町事業 1/2以内

土地改良区等事業 2/3以内

・補 助 先：静岡市、森町、静岡県森林組合

連合会

－ 90,000 90,000

国有林、湖沼を除く県全域における地籍調査

に要する経費を助成
447,020 － 447,020

指 導 等

事 務 費
市町への指導・助言、工程検査の実施 ほか 1,473 － 1,473

計 448,493 90,000 538,493

－1－



事

業

名

一般公共事業費
予

算

額

現

計
70,281,000千円

担
当
課(

室)

交通基盤部

経理課ほか
（内線2944）

補

正
28,005,000千円

建設改良費

＜流域下水道事業会計＞

現

計
7,061,000千円

生活排水課
（内線3189）補

正
402,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、防災・減災、国土強靱化に向けた国補助事業等を実施する。

２ 事業概要（一般会計） （単位：千円）

３ 事業概要（流域下水道事業会計） （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

５

か

年

加

速

化

対

策

事

業

等

農 地
農業水利施設整備 ほか

・箇所数：42箇所
8,995,000 2,712,000 11,707,000

森 林
治山ダム設置 ほか

・箇所数：24箇所
2,648,000 1,241,000 3,889,000

道 路
道路施設の老朽化対策 ほか

・箇所数：107箇所
25,421,000 6,820,000 32,241,000

河 川
河川改修、地震津波対策 ほか

・箇所数：133箇所
6,604,000 9,778,000 16,382,000

海 岸
海岸堤防整備 ほか

・箇所数：３箇所
989,000 535,000 1,524,000

砂 防
土砂災害防止施設の整備 ほか

・箇所数：162箇所
3,877,000 3,553,000 7,430,000

港 湾
岸壁及び胸壁整備 ほか

・箇所数：10箇所
5,207,000 2,499,000 7,706,000

漁 港
胸壁整備 ほか

・箇所数：４箇所
1,671,000 315,000 1,986,000

街 路
緊急輸送路等整備 ほか

・箇所数：５箇所
3,237,000 420,000 3,657,000

区 画
避難路整備

・箇所数：１箇所
323,000 132,000 455,000

そ の 他 11,309,000 － 11,309,000

計 70,281,000 28,005,000 98,286,000

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

５か年加速化

対策事業等

耐震化、老朽化対策

・箇所数：２箇所（狩野川東部 ほか）
1,811,600 402,000 2,213,600

そ の 他 5,249,400 － 5,249,400

計 7,061,000 402,000 7,463,000

－2－



事

業

名

特定交通安全施設等整備事業費

予

算

額

現

計
1,230,474 千円 担

当
課(

室)

警察本部
（内線7955）補

正
54,000 千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、交通安全施設の老朽化対策等を実施する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

信

号

機

新設 ・信号機新設 32,390 - 32,390

改良

・信号制御機更新

190基→204基

・灯器ＬＥＤ化

400箇所→420箇所

883,110 37,120 920,230

電源

付加

装置

・自動起動式発動発電機の新設、

更新

８基→13基

27,008 16,880 43,888

その他

・路側標識、横断歩道の高輝度化

・交通情報板の維持管理経費

・交通管制中央装置借料 ほか

287,966 - 287,966

計 1,230,474 54,000 1,284,474

－3－



事

業

名

私立幼稚園等教育支援体制整備

事業費助成

予

算

額

現

計
21,600千円 担

当
課(

室)

私学振興課
（内線3528）補

正
77,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、私立幼稚園等における保健衛生用品の購入やＩＣＴ環境の整備

に対して助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

感 染 症

対策等支援

新型コロナウイルス感染症対策や、保健

衛生用品の購入に必要な経費に対する助

成

・対象施設：私立幼稚園、私立幼稚園型

認定こども園

・補助率：10/10

・上 限 額：500千円/園

－ 57,500 57,500

ＩＣＴ環境

整 備 支 援

ＩＣＴ環境の整備に必要な経費に対する

助成

・対象施設：私立幼稚園、私立幼稚園型

認定こども園

・補助率：3/4

・上 限 額：1,000千円/園

－ 19,500 19,500

そ の 他

私立幼稚園等の設備整備に必要な経費に

対する助成

ほか

21,600 － 21,600

計 21,600 77,000 98,600

－4－



事

業

名

こどもの安心・安全対策支援関

連事業費(新規)

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

私 学振 興 課（内線 3528）

こども未来課（内線 2924）

障害者政策課（内線 3619）

義 務 教育 課（内線 3140）

特別支援教育課（内線 2454）

補

正
393,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、子どもの送迎用バスへの置き去りを防止するため、安全装置等

を導入する保育施設等に対して助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 補正額

私 立 学 校

（私学振興課）

送迎用バスへの

安 全 装 置

対象施設：幼稚園、幼稚園型認定こども園、小中学校ほか

補 助 額：定額
61,960

子どもの見守り

サ ー ビ ス 等

対象施設：私立幼稚園、幼稚園型認定こども園

補 助 率：4/5
63,040

保育施設

（こども未来課）

送迎用バスへの

安 全 装 置

対象施設：認可外保育施設（政令市除く）

補 助額：定額
8,280

子どもの見守り

サ ー ビ ス 等

対象施設：認可外保育施設（政令市除く）

補 助率：4/5
18,320

障害児通所

支援事業所

（障害者政策課）

送迎用バスへの

安 全 装 置

対象施設：児童発達支援事業所（政令市除く）ほか

補 助 額：定額
192,800

子どもの見守り

サ ー ビ ス 等

対象施設：児童発達支援事業所（政令市除く）ほか

補 助 率：4/5
21,600

公立幼稚園

（義務教育課）

送迎用バスへの

安 全 装 置

対象施設：幼稚園、幼稚園型認定こども園

補 助 率：定額
3,600

公立小学校

公立中学校

（義務教育課）

送迎用バスへの

安 全 装 置

対象施設：小中学校

補 助 率：1/2
2,400

県立学校

（特別支援教育課）

送迎用バスへの

安 全 装 置
対象施設：特別支援学校 19,800

子どもの見守り

サ ー ビ ス 等
対象施設：特別支援学校幼稚部 1,200

計 393,000

－5－



事

業

名

出産・子育て応援事業費助成

(新規)

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

こども家庭課
（内線3309）補

正
2,358,400千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、妊娠期から出産・子育てまでの伴走型相談支援の充実や、妊娠

や出生の届出を行った妊婦等に対する経済的支援を実施する市町に対して助成する。

２ 事業概要 (単位：千円)

区 分 内 容 補正額

伴 走 型

相 談 支 援

面談を基本とした相談支援の充実を行う市町に対する助成

・実施主体：35市町

・実施時期：①妊娠届出時

②妊娠８か月前後

③出生届出後から乳児家庭全戸訪問までの間

75,900

出産・子育て

応 援 ギ フ ト

妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対して経済的支援を

実施する市町に対する助成

・実施主体：35市町

・支給額等：妊娠届出時：５万円相当/妊婦(出産応援ギフト)

出生届出後：５万円相当/こども(子育て応援ギフト)

2,259,500

システム構築等

導 入 経 費

事業実施に必要となるシステム等の導入

・実施主体：県、市町
23,000

計 2,358,400

－6－



事

業

名

県立学校等修繕費

予

算

額

現

計
2,194,800千円 担

当
課(

室)

教育施設課
（内線3235）補

正
42,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、特別支援学校の空調設備の更新を前倒しする。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

維持修繕

空調設備の更新

・対象：浜松視覚特別支援学校、

袋井特別支援学校

－ 42,000 42,000

県立学校等の修繕 2,000,000 － 2,000,000

そ の 他 高等学校普通教室空調リース ほか 194,800 － 194,800

計 2,194,800 42,000 2,236,800

－7－



事

業

名

幼稚園等新型コロナ対策体制整

備事業費助成 予

算

額

現

計
－ 千円

担
当
課(

室)

義務教育課
（内線3140）

補

正
16,000千円

幼児教育連携推進事業費

現

計
－ 千円

補

正
21,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、公立幼稚園等における保健衛生用品の購入や、ＩＣＴ環境の整

備を支援する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 補正額

幼 稚 園 等

新型コロナ

対 策

体 制 整 備

事業費助成

新型コロナウイルス感染症対策や、保健衛生用品の購入に

必要な経費に対する助成

・対象施設：公立幼稚園

幼稚園型認定こども園

・施設数：128園

・補助率：1/2

・上限額：500千円/園

16,000

幼 児 教 育

連 携 推 進

事 業 費

ＩＣＴ環境の整備に必要な経費に対する助成

・対象施設：公立幼稚園

幼稚園型認定こども園

・施設数：87園

・補助率：3/4

・上限額：1,000千円/園

21,000

計 37,000

－8－



事

業

名

高等学校等新型コロナウイルス

感染症対策事業費
予

算

額

現

計
－ 千円

担
当
課(

室)

高校教育課
（内線3110）補

正
274,000千円

特別支援学校新型コロナウイル

ス感染症対策事業費

現

計
－ 千円

特別支援教育課
（内線2454）補

正
155,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図るため、県立学校に

保健衛生用品等を整備する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 補正額

高 等 学 校 等

新型コロナウイルス

感染症対策事業費

新型コロナウイルス感染症対策に係る保健衛生用

品の整備

・対象：県立高等学校

県立高等学校中等部

県立特別支援学校

274,000

特 別 支 援 学 校

新型コロナウイルス

感染症対策事業費

155,000

計 429,000

－9－



事

業

名

地域観光支援事業費

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

観光振興課
（内線3637）補

正
7,679,000千円

１ 事業目的

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内観光産業の本格的な回復を図るため、旅

行者と受入施設の双方の感染防止対策を徹底した上で、全国を対象にした観光促進事業

「今こそ しずおか 元気旅」を実施する。

２ 事業概要 （単位：千円）

３ 制度概要

区 分 内 容 補正額

全国旅行支援
全国の観光客を対象とした、県内宿泊・日帰り旅行

に対する割引や地域クーポンの配布
7,679,000

区 分 内 容

名 称 今こそ しずおか 元気旅

期 間 令和５年１月以降開始（事業期間は未定）

対 象 者 全国にお住まいの方

割引制度

県内宿泊・日帰り旅行に対する支援

・宿泊・日帰り旅行 上限3,000円/人（旅行費の2/10以内）

・交通付宿泊商品 上限5,000円/人（旅行費の2/10以内）

地域クーポンの配布

・平日2,000円/人、休日1,000円/人

感染防止

対 策

・旅行者、観光施設双方での感染防止対策を徹底

・宿泊割引の対象をしずおか安全安心認証施設に限定

・利用時にワクチン接種歴３回または陰性の検査結果を確認

－10－



事

業

名

中小企業等物価高騰対策緊急支

援事業費助成

予

算

額

現

計
2,000,000千円 担

当
課(

室)

経営支援課
（内線2518）補

正
3,730,000千円

１ 事業目的

物価高騰の影響を受けている中小企業・小規模事業者のコスト削減等の取組に対する助

成について、募集期間の変更及び事業費の増額を行う。

２ 事業概要 （単位：千円）

３ 制度概要

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

物 価

高 騰

対 策

中小企業・小規模事業者等による価格

転嫁やコスト削減の取組に係る経費を

助成

＜募集期間＞

[前回]

１次募集 ： 令和４年11月28日

～令和４年12月23日

２次募集 ： 令和４年12月26日

～令和５年１月18日

[今回]

令和４年11月28日、

令和４年12月19日～12月23日

（郵送申請を12月12日から開始）

1,770,000 3,730,000 5,500,000

その他 事務費 230,000 － 230,000

計 2,000,000 3,730,000 5,730,000

区 分 内 容

対 象 者
物価高騰の影響を受けている中小企業・小規模事業者 ほか

（農林水産業を営む者、フリーランスを含む）

対 象 経 費

①価格転嫁に関すること

（新たな販路開拓・既存取引先への営業力強化 ほか）

②コスト削減に関すること

（業務効率化・光熱費削減 ほか）

補 助 率 2/3以内

補 助 上 限 額 500千円

補助対象期間 令和４年４月１日～令和５年２月28日（１か月延長）
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事

業

名

産地パワーアップ事業費助成

予

算

額

現

計
57,378千円 担

当
課(

室)

農業戦略課
（内線2669）補

正
545,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、産地の収益力強化や合理化を図るため、地域の営農戦略におけ

る課題解決に必要な施設整備などに係る経費を助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

施 設

整 備

高収益な作物・栽培体系への転換を図る取

組に必要な施設整備に対する助成

・補助対象：農業者 ２者

・対象経費：農作物処理加工施設の整備

ほか

・補 助 率：1/2以内 ほか

－ 545,000 545,000

そ の 他
・コスト削減に向けた高性能な農業機械の

リース導入、取得 ほか
57,378 － 57,378

計 57,378 545,000 602,378
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事

業

名

強い農業・担い手づくり総合支

援交付金

予

算

額

現

計
290,080千円 担

当
課(

室)

農業戦略課
（内線2669）補

正
248,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、産地農業の中心的な役割を果たしている農業者に対し、施設整

備や機械導入に係る経費を助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

担い手確

保・経営

強化支援

人・農地プランに基づき、意欲的な取組に

より農業経営の発展を図る担い手の機械

等の導入を支援

・補助対象：人・農地プランに位置付けら

れた中心的経営体 27件

・対象経費：トラクター、乗用型摘採機、

農業ハウス、選別機の導入

ほか

・補 助 率：1/2以内

－ 248,000 248,000

そ の 他 中心経営等の主体的な経営展開を支援 290,080 － 290,080

計 290,080 248,000 538,080
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事

業

名

畜産競争力強化対策整備事業費

助成

予

算

額

現

計
56,000千円 担

当
課(

室)

畜産振興課
（内線2705）補

正
70,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、畜産農家、関係団体、市町等で構成する畜産クラスター協議会

が行う家畜飼養管理施設等の整備に必要な経費の一部を助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

＜参考＞畜産クラスター

畜産経営体と地域の畜産関係者（流通・加工業者、農業団体、行政、研究機関、農機

具メーカー ほか）が、クラスター（ぶどうの房）のように一体的に結集することによ

り、畜産の収益性を地域全体で向上する取組

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

施設整備

畜産の収益性向上に資する施設整備に対す

る助成

・補 助 先：畜産クラスター協議会 １団体

・実施主体：畜産経営体

・対象経費：家畜飼養管理施設及び家畜排せ

つ物処理施設の整備 ほか

・補 助 率：1/2以内

・要 件：畜産クラスター計画に基づく整

備であること

56,000 70,000 126,000
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事

業

名

森林・林業イノベーション推進

事業費

予

算

額

現

計
174,900千円 担

当
課(

室)

森林計画課
（内線2668）補

正
55,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、路網整備の効率化等に活用するため、取得した三次元点群デー

タから森林資源情報を解析する。

２ 事業概要 （単位：千円）

＜年次計画＞ （単位：千円）

＜参考＞森林資源情報の解析

・県内森林497千ha（民有林：407千ha、国有林：90千ha）のうち、民有林の解析を実施

・民有林約407千haに対して、Ｒ４までに127千ha、31％まで解析完了見込

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

デジタル情報

基 盤 整 備

三次元点群データの解析による高精度

森林情報の追加取得

・解析面積：55,000ha

（中西部地域を中心）

100,300 55,000 155,300

そ の 他 先端技術コーディネート ほか 74,600 － 74,600

計 174,900 55,000 229,900

区 分 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４当初 Ｒ４補正

解 析

地 区
島田・小山 西伊豆・掛川 ほか 伊豆・裾野 ほか 中西部地域を中心 中西部地域を中心

解 析

面 積
7,700ha 19,000ha 31,855ha 100,000ha 55,000ha

事業費 28,935 66,000 71,800 100,000 55,000
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事

業

名

次世代林業基盤づくり交付金事

業費

予

算

額

現

計
1,088,000千円 担

当
課(

室)

森林計画課
（内線2613）補

正
1,227,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、需要に応じた低コストで効率的な木材の生産・供給等を実現す

るため、間伐材生産や高性能林業機械、木材加工流通施設整備等を総合的に支援する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

合板・製材

生 産 性

強化対策

事 業

間伐材生産

・補助対象：森林組合、林業経営体、

森林所有者 ほか

・補助額：500千円/ha

－ 400,000 400,000

高性能林業機械導入

・補助対象：２事業体

・補助率：1/2以内

－ 14,000 14,000

木材加工流通施設整備

・補助対象：１事業者

・補助率：1/2以内

－ 117,500 117,500

木質バイオマス供給施設整備

・補助対象：２事業者

・補助率：1/2、1/3以内

－ 695,500 695,500

小 計 － 1,227,000 1,227,000

そ の 他 資源高度利用型施業 ほか 1,088,000 － 1,088,000

計 1,088,000 1,227,000 2,315,000
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事

業

名

しいたけ等生産資材価格高騰

対策事業費助成(新規）

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

林業振興課
（内線3618）補

正
10,000 千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、コスト低減等に取り組むしいたけ等生産者に対して、高騰する

生産資材の購入経費の一部を助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

＜参考＞事業イメージ

区 分 内 容 補正額

しいたけ等

生産資材費

上昇分への

支 援

物価高騰等により増加するしいたけ等生産者の生産経費を助成

・補助対象：森林組合、農業協同組合、民間事業者（個人含む）

20者

・対象経費：しいたけ等の生産資材（菌床、種菌、培地基材、

栄養体 ほか）経費の上昇分

・支給額：生産資材の価格上昇分×生産量×1/2以内

※燃油高騰の影響の大きい生産者は7/10以内

・補助上限：5,000千円/者

・要 件：コスト低減、原料の国産化、省エネ化等に資する

取組を実施中または予定していること

きのこの販売収入が事業収入の過半を占めること

10,000
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事

業

名

介護福祉士修学資金貸付事業費

助成

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

介護保険課
（内線2314）補

正
54,000千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、介護人材の確保及び県内定着を図るため、介護福祉士資格の取

得を目指す学生などに対し、修学資金等の貸付を実施する。

２ 事業概要 （単位：千円）

＜参考＞ 事業イメージ

区 分 内 容 補正額

修学資金

貸 付

返済免除条件付き修学資金等の貸付

・実 施 主 体：(福)静岡県社会福祉協議会

※県は事業実施に係るR5分の貸付原資を

助成

・貸 付 対 象：介護福祉士養成施設等に在学し、介護福祉

士資格の取得を目指す学生及び現場復帰

を目指す潜在介護職員 ほか

・貸付限度額：入学準備金：20万円（入学時）

修 学 資 金：60万円（年間）

国家試験対策費用：４万円（年間）

就職準備金：20万円（就職時） ほか

・返済免除条件：介護福祉士養成施設卒業による介護福祉士

資格取得後、県内で５年間介護の仕事に従

事した場合等は、返済を全額免除

54,000

県
(福)静岡県社会

福祉協議会

介護福祉士資格

の取得を目指す

学生など助成 貸付
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事

業

名

障害者施設等整備関連事業費

予

算

額

現

計
388,197 千円 担

当
課(

室)

障害者政策課
（内線7454）補

正
1,455,000 千円

１ 事業目的

国の経済対策に呼応し、障害者施設の防災・減災対策等を推進するため、社会福祉法人

に対し助成する。

２ 事業概要 （単位：千円）

区 分 内 容 現 計 補正額 累 計

障害者施設等

整備費助成

共同生活援助事業所の土砂災害特

別警戒区域からの移転改築に対す

る助成

・対象整備：移転改築 １施設

・補助率：国1/2、県1/4

－ 33,000 33,000

障害者支援施設の整備に対する助成 286,197 － 286,197

小 計 286,197 33,000 319,197

県立富士見学園

民営化施設

整備費助成

Ｒ６年度に予定する県立富士見学

園の民営化に必要な施設整備に対

する助成（Ｒ５からの前倒し）

・対象整備：建設工事 ほか

・補助率：国1/2、県1/4 ほか

・補助先：(福)あしたか太陽の丘

102,000 1,422,000 1,524,000

計 388,197 1,455,000 1,843,197
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事

業

名

感染症管理センター整備事業費

(新規)

予

算

額

現

計
－ 千円 担

当
課(

室)

感染症対策課
（内線3537）

健康増進課
（内線2779）

補

正

9,600 千円

＜債務負担行為＞ 742,000 千円

１ 事業目的

新たな感染症の流行に備えるため、事務部門の移転や感染症管理センターの整備を実施

する。

２ 事業概要 （単位：千円）

＜参考＞感染症管理センターの概要

区 分 内 容
Ｒ４

補正額

Ｒ５

（債務負担行為）
備 考

改修工事
既存施設の改修

（県総合健康センター）
－ 742,000

期間

Ｒ４～５

事 務 費

・備品整備

・事務部門等の移転経費

・施設内備品の撤去

（県総合健康センター内）

ほか

9,600 －

計 9,600 742,000

区 分
用 途

平 時 有 事

３階

感染症管理

センター

事務機能（感染症対策課）
・保健所や医療従事者等の研修
・感染症動向等の広報・啓発 等

事務機能（感染症対策課）
・感染症動向の調査・分析・情報の集約
・病床の確保 等

２階
検査機能(東部保健所細菌検査課)
・感染症・食品衛生検査

検査機能(東部保健所細菌検査課)
・感染症・食品衛生検査

１階
県 民 使 用

へ の 供 用

貸館機能
（体育館、トレーニングルーム等）

感染症対応に活用
･ワクチン接種会場
･物資配送拠点 等
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